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証券コード　7050
２０２２年７月13日

株　主　各　位
東 京 都 渋 谷 区 渋 谷 三 丁 目 ３ 番 ５ 号
株式会社フロンティアインターナショナル

代表取締役社長 河 村 康 宏

１．日 時 2022年７月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都渋谷区渋谷三丁目３番５号

NBF渋谷イースト１階　当社会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第32期（2021年５月１日から2022年４月30日まで）事業報告、連結計算書
類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第32期（2021年５月１日から2022年４月30日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役４名選任の件
第４号議案　監査役３名選任の件
第５号議案　退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

     

新型コロナウイルス感染予防に関するお知らせ
　本株主総会にご出席される株主様は、ご自身の体調をお確かめのうえ、マスク着用などの感染予
防にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申しあげます。また、本株主総会会場において、
感染予防のための措置を講じる場合もありますので、ご協力のほどお願い申しあげます。
　また、議決権の行使は、議決権行使書の郵送による方法もございますので、ご活用ください。

第32回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第32回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申しあげます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いた
だき、2022年７月27日（水曜日）午後７時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し
あげます。

敬　具
記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正
後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.frontier-i.co.jp）に掲
載させていただきます。
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( 2021年５月１ 日から
2022年４月30日まで　

)

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度（2021年５月１日～2022年４月30日）におけるわが国の経済は、上半期
においては新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言等も発令され経済活動の制限が
ある状況となりましたが、国際的なスポーツ案件が実施される明るい兆しもありました。下半
期においては変異株の拡大など先行きが不透明な中、各種イベントでも入場制限が緩和され、
上半期よりも人流や経済も回復基調にあります。2021年（１～12月）の日本の総広告費は、
動画広告需要の高まりやデジタルプロモーションの活用拡大を背景に、インターネット広告費
の成長が加速したことで６兆7,998億円、前年比110.4%となり回復しつつあります（「2021
年日本の広告費」株式会社電通調べ）。
　このような中、当社グループでは、事業機会や顧客ニーズの変化に迅速かつ柔軟に対応した
ことで、デジタルプロモーションやオンラインイベントの受注が堅調に推移しました。また、
人材領域の受注体制を整備・推進し、収益の確保に努めたほか、ＢＰＯ案件などの売上も貢献
して、増収増益を確保することができました。
　これらの結果、当連結会計年度の売上高は25,136百万円（前連結会計年度比59.9％増）、
売上総利益5,282百万円（同84.2％増）、営業利益3,131百万円（同316.9％増）、経常利益
3,182百万円（同237.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益2,121百万円（同308.4％
増）となりました。

　なお、当社グループはプロモーション事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの
記載は省略しております。
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② 設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資はありません。

③ 資金調達の状況
　該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

区 分 第 29 期
(2019年４月期)

第 30 期
(2020年４月期)

第 31 期
(2021年４月期)

第 32 期
(当連結会計年度)
(2022年４月期)

売 上 高(百万円) 12,780 13,118 15,721 25,136

経 常 利 益(百万円) 1,114 1,288 943 3,182

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益(百万円) 818 825 519 2,121

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 195.80 188.30 116.33 468.88

総 資 産(百万円) 7,623 7,231 7,831 12,696

純 資 産(百万円) 4,470 4,976 5,300 7,321

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 1,032.67 1,106.24 1,171.04 1,616.06

⑵ 財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１. 当社は、2018年12月18日開催の取締役会決議により、2018年12月27日付で普通株式１株につき
200株の割合で株式分割を行っております。第29期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１
株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

２. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づい
て算出しております。

３. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数から期末自己株式数を控除した株式数に基づいて算出し
ております。

４. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の
期首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数
値となっております。
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区 分 第 29 期
(2019年４月期)

第 30 期
(2020年４月期)

第 31 期
(2021年４月期)

第 32 期
(当事業年度)

(2022年４月期)
売 上 高(百万円) 9,790 9,835 8,691 16,749

経 常 利 益(百万円) 876 961 522 2,224

当 期 純 利 益(百万円) 667 591 255 1,455

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 159.71 135.01 57.22 321.83

総 資 産(百万円) 6,772 6,239 6,227 10,784

純 資 産(百万円) 4,139 4,413 4,473 5,829

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 956.25 981.13 988.22 1,286.19

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１. 当社は、2018年12月18日開催の取締役会決議により、2018年12月27日付で普通株式１株につき
200株の株式分割を行っております。第29期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当た
り純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

２. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づい
て算出しております。

３. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数から期末自己株式数を控除した株式数に基づいて算出し
ております。

４. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首
から適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっ
ております。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社フロンティアダイレクト 10百万円 100.0％ 店頭販売支援事業

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

⑷ 対処すべき課題
　当社グループが対処すべき主な課題は、以下のとおりであります。
　①人材の確保及び育成
　当社グループの成長の源泉は人材であり、事業ドメインの拡大を推し進めるためにも、イベ
ントのみならず、マーケティング、デジタル、PR等の広範にわたる専門性をグループとして更
に深める必要があります。
　そのため、中途採用において、同業の経験者の方のみならず、異業種出身であっても該当す
る専門性を有する方を広く受け入れるべく採用活動を強化してまいります。
　また、新卒社員に関しても、入社直後から企画立案業務にも関与させながら現場力を磨くと
共に、階層別研修や専門特化型研修をブラッシュアップして、幅広い知見を具備した人材の育
成を図ってまいります。

②「体験創造カンパニー」の地位確立
　当社グループはイベントプロモーション、デジタルプロモーション、キャンペーンプロモー
ション、PR、スペースプロデュースといったサービスを展開するとともに、消費者の最終購買
の場としての店頭において、クライアント企業の営業支援及び販売促進活動を行う店頭販売支
援事業を実施するなど、多岐にわたるプロモーションを行ってまいりました。更に、当社グル
ープでは、コンサルティング、マーケティング、デジタルといった所謂上流領域へ積極的に事
業を拡大させると共に、当社グループがこれまで創り出してきた幾多の体験価値について、ア
カデミックな観点から科学・分析することで、より効用の高い体験価値を実現し、プロモーシ
ョン以外でのあらゆる事業拡張性を追求して、次世代の体験創造カンパニーとしての地位を確
立するように努めてまいります。
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③販路の拡大
　当社グループは大手広告会社からの受注だけでなく、メーカーやサービス会社等のクライア
ントからの直接受注も獲得しておりますが、今後、クライアントの販売成果に直接的に結び付
く効果を具備したプロモーションを求める傾向は一層強くなると思われます。
　そのため、クライアントの課題解決に向けた、より付加価値の高いサービスを提供していく
ことができるよう、既存事業の強化を進めるだけではなく、他社との提携も視野に入れて事業
領域を拡大してまいります。

④組織体制の更なる強化
　当社グループはクライアントに対してグループ全体として、より高水準のサービスを提供す
るために、担当者個人の知識や経験によるノウハウや制作スタイルに過度に依拠することな
く、組織としてのノウハウの蓄積を進めるとともに、組織的なナレッジシェアリングシステ
ム、営業活動の「見える化」等、社内のインフラ整備を進め、個人の能力を組織として補完で
きるように内部管理体制の強化を行うと共に、組織改革を行なってまいります。

事 業 区 分 事 業 内 容

イベントプロモーション フィールドイベント等の企画・運営・制作

デジタルプロモーション デジタルキャンペーン企画運営、コンテンツ制作

キャンペーンプロモーション キャンペーン事務局の運営等やプレミアム・ノベルティ企画制作

Ｐ　Ｒ PR・広報活動の計画・戦略の策定とアドバイス

ス ペ ー ス プ ロ デ ュ ー ス イベント美術、ディスプレイ等

店 頭 販 売 支 援 事 業 店頭販売支援事業他

⑸ 主要な事業内容（2022年４月30日現在）
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本 社 東京都渋谷区渋谷三丁目３番５号

支 社 名古屋オフィス（愛知県名古屋市）、大阪オフィス（大阪府大阪市）

株 式 会 社 フ ロ ン テ ィ ア ダ イ レ ク ト 本社（東京都渋谷区）、大阪オフィス（大阪府大阪市）
福岡オフィス（福岡県福岡市）

⑹ 主要な営業所及び工場（2022年４月30日現在）
① 当社

② 子会社

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

プ ロ モ ー シ ョ ン 事 業 248 (1,258)名 24名減 (29名増)

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

186（22）名 31名減（4名増） 31.9歳 5.3年

⑺ 使用人の状況（2022年４月30日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除く）であり、契約社員、アルバイ
ト等の臨時雇用者は、最近１年間の平均雇用人数を（　）外数で記載しております。

２. 当社グループは、プロモーション事業のみの単一セグメントであるため、グループ全体での従業員数
を記載しております。

② 当社の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、契約社員、アルバイト等の臨時雇用
者数は、最近１年間の平均雇用人数を（　）外数で記載しております。

　　  ２. 前事業年度末比増減数には、新たに本事業年度より開始した子会社への出向8名を含みます。
⑻ 主要な借入先の状況（2022年4月30日現在）

該当事項はありません。

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 17,120,000株
② 発行済株式の総数 4,619,000株
③ 株主数 1,490名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

河 村 　 康 宏 2,386千株 52.76％

渡 邊 伸 一 郎 336 7.43

古 井 　 　 貴 336 7.43

三 晃 繊 維 工 業 株 式 会 社 200 4.42

荒 瀬 　 正 和 75 1.67

Ｊ Ｐ モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 72 1.61

宗 像 　 恒 和 72 1.59

小 沼 　 滋 紀 42 0.93

ク レ デ ィ ・ ス イ ス 証 券 株 式 会 社 39 0.88

江 口 　 貴 宣 28 0.62

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2022年４月30日現在）

④ 大株主

（注）１. 当社は、自己株式を95,300株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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第４回新株予約権
発行決議日 2021年１月21日
新株予約権の数 10,000個
新株予約権の目的となる株式の
種類及び数

普通株式株
（新株予約権１個につき１株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり14.94円
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり1,925円
（１株当たり1,925円）

権利行使期間 2026年８月１日から
2031年１月20日まで

行使条件 （注）1

役員の保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数10,000個
目的となる株式数10,000株
保有者数１名

社外取締役
新株予約権の数　－個
目的となる株式数　－株
保有者数　－名

監査役
新株予約権の数　－個
目的となる株式数　－株
保有者数　－名

⑵ 新株予約権等の状況
①当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付した新株予約権の状
況

（注） １．第４回新株予約権の行使の条件
（１）　本新株予約権の付与を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、本新株予
　　　約権を行使する時点において、当該本新株予約権者が当社又は当社の子会社の取締役
　　　等の役員又は使用人のいずれかの地位にあることを要する。ただし、定年退職により
　　　退職した場合、その他当社取締役会が正当な理由があるものと認めた場合にはこの限
　　　りではない。
（２）　本新株予約権者が2026年８月１日から2031年１月20日までに死亡した場合、そ
　　　の相続人は本新株予約権を行使することができない。
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（３）　本新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、本新株
　　　予約権を行使することができない。ただし、以下の①、③、⑨の場合を除き、当社取
　　　締役会が合理的に別段の取扱いを行うことについて賛成した場合にはこの限りではな
　　　い。

①禁錮刑以上の刑に処せられた場合
②当社と競合する業務を営む会社を直接若しくは間接に設立し、又は当該会社の取締役等
の役員若しくは使用人に就任する等、名目を問わず当社と競業した場合（ただし、当社の
書面による事前の承認を得た場合を除く。）
③法令違反その他不正行為により、当社の信用を損ねた場合
④差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公課の滞納処
分を受けた場合
⑤支払停止若しくは支払不能となり、又は振出し若しくは引き受けた手形若しくは小切手
が不渡りになった場合
⑥破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立てがあった場合
又は自らこれを申し立てた場合
⑦就業規則に違反し、懲戒処分を受けた場合
⑧役員として果たすべき忠実義務等に違反した場合
⑨反社会的勢力又は反市場勢力に該当する疑いのある場合並びに過去5年以内にこれらに
該当した疑いのある場合

（４）　本新株予約権者は、2026年４月期の事業年度における当社決算書上の連結損益計
　　　算書における売上高が下記（a）又は（b）に掲げる各金額を超過した場合、各新株予
　　　約権者に割り当てられた新株予約権のうち、それぞれ定められた割合（以下、「行使
　　　可能割合」という。）の個数を売上高の水準を充たした期の有価証券報告書の提出日
　　　の翌月１日から権利行使期間の末日までにそれぞれ行使することができる。
(a) 売上高が165億円を超過した場合 行使可能割合：50％
(b) 売上高が200億円を超過した場合 行使可能割合：50％
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第5回新株予約権
発行決議日 2021年12月7日
新株予約権の数 5,000個

新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式5,000株
（新株予約権１個につき１株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 新株予約権１個当たり2,051円
（１株当たり2,051円）

権利行使期間 2027年1月８日から
2032年１月７日まで

行使条件 （注）２

使用人等
への交付
状況

当社使用人
新株予約権の数5,000個
目的となる株式数5,000株
保有者数1名

子会社の役員及び使用人
新株予約権の数　－個
目的となる株式数　－株
保有者数－名

②当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権

（注） ２．第5回新株予約権の行使の条件
（１）　本新株予約権の付与を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、本新株予
　　　約権を取得した時点において当該本新株予約権者が当社又は当社の子会社の取締役等
　　　の役員又は使用人である場合は、本新株予約権の取得時から権利行使時まで継続し
　　　て、当社又は当社の子会社の取締役等の役員又は使用人のいずれかの地位にあること
　　　を要する。ただし、当社取締役会が正当な理由があるものと認めた場合にはこの限り
　　　ではない。
（２）　本新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本新株予約権を行
　　　使することができない。
（３）　本新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、本新株
　　　予約権を行使することができない。ただし、以下の①、③、⑨号の場合を除き、当社
　　　取締役会が合理的に別段の取扱いを行うことについて賛成した場合にはこの限りでは
　　　ない。

① 禁錮刑以上の刑に処せられた場合
② 当社と競合する業務を営む会社を直接若しくは間接に設立し、又は当該会社の取締役等
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の役員若しくは使用人に就任する等、名目を問わず当社と競業した場合（ただし、当社の
書面による事前の承認を得た場合を除く。）
③ 法令違反その他不正行為により、当社の信用を損ねた場合
④ 差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公課の滞納処
分を受けた場合
⑤ 支払停止若しくは支払不能となり、又は振出し若しくは引き受けた手形若しくは小切手
が不渡りになった場合
⑥ 破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立てがあった場合
又は自らこれを申し立てた場合
⑦ 就業規則に違反し、懲戒処分を受けた場合
⑧ 役員として果たすべき忠実義務等に違反した場合
⑨ 反社会的勢力又は反市場勢力に該当する疑いのある場合並びに過去5年以内にこれらに
該当した疑いのある場合

（４）　本新株予約権者の新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間（1月1日から12月
　　　31日まで）の合計額は、1,200万円を超えてはならない。
（５）　本新株予約権者は、2026年4月期の事業年度における当社決算書上の連結損益計算
　　　書における売上高が170億円を超過した場に限り行使することができる。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 河 村 　 康 宏
常 務 取 締 役 古 井 　 　 貴 営業統括本部長
取 締 役 渡 邊 伸 一 郎 営業統括本部第一営業本部長
取 締 役 清 水 　 紀 年 管理本部長 兼 経営企画室長

取 締 役 岩 﨑 　 　 明 ㈱あらた 社外取締役
楽天グループ㈱ プロジェクトアドバイザー

常 勤 監 査 役 平 川 　 功 ㈱久世 社外取締役
監 査 役 田 中 　 晃 次

監 査 役 美 澤 　 臣 一

コ・クリエーションパートナーズ㈱ 代表取締役
㈱ザッパラス 社外取締役
Kudan㈱ 社外取締役(監査等委員)
JIG-SAW㈱ 社外取締役(監査等委員)
㈱ワンキャリア社外取締役(監査等委員)

⑶ 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2022年４月30日現在）

（注）１. 取締役岩﨑明氏は、社外取締役であります。
２. 常勤監査役平川功氏、監査役田中晃次氏及び監査役美澤臣一氏は、社外監査役であります。
３. 常勤監査役平川功氏、監査役田中晃次氏及び監査役美澤臣一氏は、以下のとおり、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。
・常勤監査役平川功氏は、長年にわたる財務・会計の経験知識に加え、事業会社におけるCFOや監

査役を歴任しており、当社の監査役としての職務を適切に遂行できるものと判断しております。
・監査役田中晃次氏は、長年にわたり住友スリーエム株式会社（現スリーエムジャパン株式会社）に

おいて勤務された後、同社の監査役に就任された経験を持ち、十分な経験と見識を有していること
から、職務を適切に遂行できるものと判断しております。

・監査役美澤臣一氏は、金融機関における長年の業務経験があり、財務及び会計に精通し、企業経営
を統治する十分な見識を有していることから、職務を適切に遂行できるものと判断しております。

４. 当社では執行役員制度を導入しております。執行役員は、営業統括本部長補佐兼専門統括本部長の江
口貴宣、営業統括本部第二営業本部長の宗像恒和で構成されております。

５. 当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ております。
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② 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定及び定款に基づき、非業務執行取締役及び監査役との
責任限定契約を締結しております。非業務執行取締役及び監査役が当社に対して会社法第423
条第１項の損害賠償責任を負う場合、会社法第427条第１項に規定する要件に該当する場合に
は、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。なお、当
該責任限定が認められるのは、当該非業務執行取締役及び監査役が責任の原因となった職務の
遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

③ 取締役及び監査役の報酬等
イ. 取締役及び監査役の報酬等

役員の報酬等の内容に係る決定方針
a. 基本方針
　当社の取締役の報酬に係る基本方針は、取締役が継続的かつ中長期的な業績向上への意
欲を高め、当社の価値の増大に資することを狙いとして構築すること、また、個々の取締
役の報酬の決定に際して、各役位・職責を踏まえた適正な水準とすることとしておりま
す。具体的には、常勤取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬と賞与にて構成されて
おり、社外取締役の報酬は、その職務に鑑み、基本報酬のみを支給しております。
b. 取締役の個人別の報酬等の内容に関する方針等
　当社の取締役の報酬等は、金銭報酬であり、固定報酬と業績連動報酬（賞与）により構
成しております。固定報酬と業績連動報酬（賞与）の割合は、各人の報酬等が全体として
適切なインセンティブとして機能するように決定されます。ただし、業績連動報酬（賞
与）については、その職責を踏まえて社外取締役には支給しておりません。
固定報酬の額については、会社の業績の状況、経済情勢、各役員の役位、経歴、実績その
他各種の要素を勘案して決定するものとして毎月支給します。
業績連動報酬（賞与）の決定においては、業績との連動性を高めるため、当社グループの
売上高、売上総利益、営業利益等を指標として採用しております。当該指標について実績
値を段階的に評価した上でその評価に基づき報酬額を決定するものとして年1回一定の時
期に支給します。
c. 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
　取締役の個人別の報酬については、株主総会で承認された年間報酬総額の範囲内で、取
締役会の決議に基づき代表取締役社長がその具体的な内容について委任を受け決定してお
ります。
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区 分 報 酬 の 総 額
報酬等の種類別の総額

員 数基本報酬 業績連動
報酬

非金銭
報酬等

取 締 役
（うち社外取取締役）

115,554千円
（3,000千円）

115,554千円
（3,000千円）

―
（－）

―
（－）

5名
  （1名）

監 査 役
（うち社外監査役）

15,300千円
（15,300千円）

15,300千円
（15,300千円）

―
（－）

―
（－）

3名
  （3名）

合 計
（うち社外役員）

130,854千円
（18,300千円）

130,854千円
（18,300千円）

―
（－）

―
（－）

8名
  （4名）

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 取締役の報酬限度額は、2009年７月30日開催の第19回定時株主総会において、年額250百万円以

内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締
役の員数は、３名です。

3. 監査役の報酬限度額は、2014年７月28日開催の第24回定時株主総会において、年額50百万円以内
と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。

4. 取締役会は、代表取締役河村康宏に対し、各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を除く各取締役の
担当部門の業績等を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体
の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役が適していると判断
したためであります。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 岩 﨑 　 明

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席いたしまし
た。出席した取締役会において、会社経営者としての豊富な経験と幅広
い見識に基づき、経営全般の観点から適宜発言を行っております。特に
システム側面からの企業投資について、専門的な立場から監督、助言を
行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果
たしております。

監査役 平 川 　 功
当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査役会14回のう
ち14回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、
監査役であった経験に基づき、適宜発言を行っております。

監査役 田 中 晃 次

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査役会14回のう
ち14回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、
監査役であった幅広い見識に基づき、経営全般の観点から適宜発言を行
っております。

監査役 美 澤 臣 一

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査役会14回のう
ち14回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、
金融機関における長年の経験に基づき、専門的な見地から適宜発言を行
っております。

④ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役岩﨑明氏は、株式会社あらたの社外取締役及び楽天グループ株式会社のプロジェク
トアドバイザーであります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役平川功氏は、株式会社久世の社外取締役であります。当社と兼職先との間には特別
の関係はありません。

・監査役美澤臣一氏は、コ・クリエーションパートナーズ株式会社の代表取締役、株式会社
ザッパラスの社外取締役、Kudan株式会社、JIG-SAW株式会社、株式会社ワンキャリア
の監査等委員である社外取締役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はあり
ません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び定款の規定に基づき、取締役会決議があったもの
とみなす書面決議が８回ありました。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

イ. 公認会計士法第2条第1項の業務に係る報酬等の額 33,600千円

ロ. 公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務に係る報酬等の額 －千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 33,600千円

⑷ 会計監査人の状況
① 名称 EY新日本有限責任監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会
が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。
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３. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社は、会社経営の透明性及び業務の適正性を確保するために組織体制が重要であると考えて
おりますので、その基本方針に基づいた体制の整備、運用を行ってまいります。その概要は以下
のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. 法令・定款及び社会規範を遵守するための「コンプライアンス基本方針」を制定し、全役

職員に周知・徹底する。
ロ. コンプライアンスに係る規程を制定するとともに、コンプライアンス委員会を設置し、コ

ンプライアンス体制の構築・維持にあたる。
ハ. コンプライアンスに関する教育・研修を適宜開催し、コンプライアンス意識の維持・向上
を図る。

ニ. 内部通報制度を設け、問題の早期発見・未然防止を図り、適切かつ迅速に対応する。
（運用状況）
　コンプライアンス管理規程に基づき設置されたコンプライアンス委員会を開催し、コンプ
ライアンス上の重要な問題の審議を行い、リスク情報の社内共有を行いました。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ. 取締役の職務の執行に係る情報については、文書又は電磁的記録媒体に記録し、法令及び

文書管理規程等に基づき、適切に保存及び管理を行う。
ロ. 取締役及び監査役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとする。
（運用状況）
　取締役の職務執行に係る情報は、取締役会規程及び文書管理規程に基づき、保存期間及び
所管部を定め、適切に管理しています。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. コンプライアンス委員会は、会社の事業活動において想定されるリスクに対応する組織、

責任者を定め、適切に評価・管理体制を構築するものとする。
ロ. 反社会的勢力対策委員会、安全対策推進委員会、情報セキュリティ委員会、衛生委員会の

４委員会を設置し、事業活動における各種リスクに対する予防・軽減体制の強化を図る。
ハ. 危機発生時には、対策本部等を設置し、社内外への適切な情報伝達を含め、当該危機に対

して適切かつ迅速に対処するものとする。
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（運用状況）
　反社会的勢力対策委員会、安全対策推進委員会、情報セキュリティ委員会、衛生委員会を
原則毎月１回開催し、適時取締役会又は経営会議に報告を行っています。また、フロンティ
アインターナショナルBCPを策定し、危機発生時の組織体制及び連絡体制を整備していま
す。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 取締役会の意思決定機能及び業務監督機能と、執行役員の業務執行機能を分離する。
ロ. 取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程に基づき、取締役の職務及び権限、責任の明
確化を図る。

ハ. 取締役会を毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。
（運用状況）
　業務分掌規程及び職務権限規程に定める量的基準及び質的基準に基づき、意思決定機関ま
たは意思決定者を明確にすることによって職務の執行を効率的に行っています。また、取締
役会の二次的な補助機関である経営会議を設け、当社グループの経営上重要な業務の執行案
件、事業リスク等について協議・検討を行っています。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. 関係会社管理は、管理本部が主管し、関係会社管理規程に基づき、関係会社管理を行う。
ロ. 取締役会は、当社グループの経営計画を決議し、経営企画室はその進捗状況を毎月取締役

会に報告する。
ハ. 内部監査室は、当社及び当社子会社の内部監査を実施し、その結果を代表取締役社長に報

告する。
（運用状況）
　関係会社管理規程に基づき、子会社の経営に関する重要事項は、当社による事前承認また
は当社への報告の対象としています。また、当社の内部監査室が子会社の業務監査を実施し
ています。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項

　　　監査役の求めに応じて、取締役会は監査役と協議の上、監査役スタッフを任命し、当該監
査業務の補助に当たらせる。
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（運用状況）
　監査役からの求めはありません。

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
イ. 監査役より、監査役の補助の要請を受けた使用人は、取締役及び上長等の指揮・命令は受

けないものとする。
ロ. 当該使用人の人事異動及び考課については、監査役の同意を得るものとする。
（運用状況）
　監査役の補助の要請を受けた使用人はおりません。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
イ. 監査役は、取締役会のほか経営会議等重要な会議に出席し、取締役及び使用人から職務執

行状況の報告を求めることができる。
ロ. 取締役及び使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実

を発見したときには、速やかに監査役に報告する。
ハ. 取締役及び使用人は、監査役からの業務執行に関する事項の報告を求められた場合には、

速やかに報告する。
（運用状況）
　監査役は取締役会のほか経営会議等にも出席し、取締役との情報交換を積極的に行ってい
ます。また、内部通報の窓口に監査役を定め、使用人が法令違反の事実等を監査役に報告で
きる体制を整えています。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 監査役会には、法令に従い、社外監査役を含み、公正かつ透明性を担保する。
ロ. 監査役は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行い、相互の意思疎通を図る。
ハ. 監査役は、会計監査人及び内部監査室と定期的に情報交換を行い、相互の連携を図る。
ニ. 監査役は、監査業務に必要と判断した場合は、会社の費用負担にて弁護士、公認会計士、

その他専門家の意見を聴取することができる。
（運用状況）
　代表取締役と監査役との間で意見および情報の交換を実施しています。

４. 会社の支配に関する基本方針
特記事項はありません。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　   産 　   の 　   部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び　
契 約 資 産
未 成 業 務 支 出 金
商 品
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　

11,536,700
6,974,933

4,211,942

200,947
6,533

142,343
1,160,031

122,808
108,307
10,432
4,069
9,883
9,510
373

1,027,339
292,671
303,852
240,630
234,530
△44,345

　

（ 負 　   債 　   の 　   部 ）
流 動 負 債 4,958,073
買 掛 金 2,567,559
未 払 費 用 446,613
未 払 法 人 税 等 1,115,917
未 成 業 務 受 入 金 33,924
関係会社清算損失引当金 3,619
そ の 他 790,439

固 定 負 債 417,013
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 215,100
退 職 給 付 に 係 る 負 債 131,661
資 産 除 去 債 務 70,252

負 債 合 計 5,375,087
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）

株 主 資 本 7,222,701
資 本 金 51,625
資 本 剰 余 金 378,141
利 益 剰 余 金 6,909,162
自 己 株 式 △116,226

その他の包括利益累計額 87,853
その他有価証券評価差額金 87,853

新 株 予 約 権 11,089
純 資 産 合 計 7,321,644

資 産 合 計 12,696,731 負 債 純 資 産 合 計 12,696,731

連 結 貸 借 対 照 表
（2022年４月30日現在）

（単位：千円）
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( 2021年５月１日から2022年４月30日まで　
)

科 目 金 額
売 上 高 25,136,556
売 上 原 価 19,854,178
売 上 総 利 益 5,282,378
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,150,915
営 業 利 益 3,131,462
営 業 外 収 益
受 取 利 息 594
受 取 配 当 金 219
雇 用 調 整 助 成 金 47,977
保 険 解 約 返 戻 金 948
償 却 資 産 取 立 益 3,612
そ の 他 277 53,630

営 業 外 費 用
売 上 債 権 売 却 損 2,286
為 替 差 損 105
投 資 事 業 組 合 運 用 損 364
そ の 他 4 2,760

経 常 利 益 3,182,331
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,033 1,033

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 6,904 6,904

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,176,460
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,247,899
法 人 税 等 調 整 額 △192,521 1,055,378
当 期 純 利 益 2,121,082
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,121,082

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
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( 2021年５月１日から2022年４月30日まで　
)

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 51,625 378,141 4,896,648 △116,226 5,210,188
当連結会計年度変動額
剰 余 金 の 配 当 △108,568 △108,568
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,121,082 2,121,082

株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 － － 2,012,513 － 2,012,513
当連結会計年度末残高 51,625 378,141 6,909,162 △116,226 7,222,701

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 87,233 87,233 2,796 5,300,218
当連結会計年度変動額
剰 余 金 の 配 当 △108,568
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,121,082

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 619 619 8,292 8,912

当連結会計年度変動合計 619 619 8,292 2,021,425
当連結会計年度末残高 87,853 87,853 11,089 7,321,644

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 1社
・主要な連結子会社の名称 株式会社フロンティアダイレクト

② 非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 PT.FRONTIER INTERNATIONAL INDONESIA
・連結の範囲から除いた理由 　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも
連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

　該当事項はありません。
② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称 PT.FRONTIER INTERNATIONAL INDONESIA
株式会社シネブリッジ
株式会社ランプ東京

・持分法を適用しない理由 　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響
が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用の範
囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 満期保有目的の債券
　償却原価法（定額法）を採用しております。

ロ. その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの 　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
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・市場価格のない株式等 　　　　　　 移動平均法による原価法を採用しております。
　　　　　　 なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への
　　　　　 出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみな
　　　　　 されるもの）については、組合契約に規定される決算報告
　　　　　 日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当
　　　　　 額を純額で取り込む方法によっております。

ハ. 棚卸資産
・未成業務支出金 　当社及び連結子会社は主として個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して
おります。

・商品 　移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産

　当社及び連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年
４月１日以降に取得した建物（建物附属設備の一部を除く）について
は、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　　15年～47年
工具、器具及び備品　３年～10年

ロ. 無形固定資産
　当社及び連結子会社は定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づいております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 　売上債権等の貸倒損失に備えるため、当社及び連結子会社は一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社は内規に基づく期末要支
給額を計上しております。

ハ. 関係会社清算損失引当金 　関係会社の清算手続きに係る将来の損失に備えるため、当連結会計年
度における損失見込額を計上しております。
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④ 重要な収益及び費用の計上基準
　　　当社グループは、プロモーション事業を主な事業とし、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転

した時点で、当該財又はサービスと交換に対価を受け取れると見込まれる金額で収益を認識しておりま
す。これにより、一定の期間にわたり充足される履行義務は、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、
当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し、一時点で充足される履行義務は、業務完了時に
収益を認識することとしております。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができ
ないため、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しておりま
す。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　　退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を
用いた簡便法を適用しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
⑴ 収益認識に関する会計基準等の適用
　　　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基
　　準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し
　　た時点で、当該財又はサービスと交換に対価を受け取れると見込まれる金額で収益を認識することとい
　　たしました。
　　　これにより、一定の期間にわたり充足される履行義務は、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当
　　該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し、一時点で充足される履行義務は、業務完了時に収
　　益を認識することとしております。
　　　なお、当連結会計年度においては、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないた
　　め、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。
　　　収益認識会計基準等の適用にあたっては、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取
　　扱いに従って、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、
　　当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております
　　が、利益剰余金の当期首残高への影響はありません。
　　　この結果、当連結会計年度の売上高、売上原価、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益及び
　　１株当たり情報への影響はありません。
　　　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表
　　示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含め
　　て表示することとしております。
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（１）有形固定資産の減価償却累計額 95,515千円

受取手形 185,920千円
売掛金 4,026,021千円
契約資産 －千円
合計 4,211,942千円

普通株式 4,619,000株

⑵ 時価の算定に関する会計基準等の適用
　　　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基
　　準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関
　　する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従っ
　　て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。
　　これによる影響はありません。
　　　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　　等の注記を行うことといたしました。

3. 会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　繰延税金資産…　240,630千円

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っておりま
す。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生し
た課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資
産の金額に重要な影響を与える可能性があります。
　また、現時点において、新型コロナウイルス感染症の影響は不確実であり、外部の情報源に基づく情報等
を踏まえて、会計上の見積りを行っております。

4. 連結貸借対照表に関する注記

（２）受取手形、売掛金及び契約資産の内訳

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数
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決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 1 年 ７ 月 2 9 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 108,568 24 2021年４月30日 2021年７月30日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 2 年 7 月 2 8 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 407,133 90 2022年４月30日 2022年７月29日

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

⑶ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的と
なる株式の数

　　　該当事項はありません。

６. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、人員計画や設備投資計画に照らして、必要な資金を調達しております。また、当社グ
ループは、デリバティブは一切利用しておらず、安全性の高い金融商品に限定し、投資環境等を勘案し慎
重に判断しております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変
動リスク及び信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日です。一部外貨建てのものについて
は、為替の変動リスクに晒されておりますが、当該営業債務は財務経理部財務課が管理しております。
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴ 投資有価証券

　　①満期保有目的の債券 30,000 28,959 △1,041

　　②その他有価証券 177,591 177,591 －

⑵ 敷金及び保証金 303,852 270,424 △33,428

合計 511,443 476,974 △34,469

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、経理規程に従い営業債権について、財務経理部が主要な取引先の状況を定期的にモ
ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、財務経理部が通貨別、月別に為替相場のモニタ
リングを行っております。
　投資有価証券については、定期的に価額や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また満期保
有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直し
ております。

ハ. 資金調達に係る流動性のリスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき、財務経理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、
手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても、当社と同様の
資金繰り計画を作成・更新し、同様の管理を行っております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2022年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等は含めておりません（（注）１参照）。また、現金及び預金、受取手
形、売掛金及び契約資産、買掛金、未払費用、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似することから、注記を省略しております。
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連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 36,443
関係会社株式 14,000
投資事業組合への出資金 34,636

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 6,974,436 － － －
受取手形、売掛金及び
契約資産 4,211,942 － － －

投資有価証券

　満期保有目的の債券 － － 30,000 －

合計 11,186,379 － 30,000 －

（注）１. 市場価格のない株式等

　　　２. 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 123,378 － － 123,378

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　満期保有目的の債券
　　社債 － 28,959 － 28,959
敷金及び保証金 － 270,424 － 270,424

資産計 － 299,383 － 299,383

⑴ 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（注）　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」第26項の経過措置を適用した投資信託等については、上
　　　記表には含めておりません。連結貸借対照表における当該投資信託等の金額は、54,212千円でありま
　　　す。

⑵ 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技術法及びインプットの説明
　投資有価証券
　　上場株式は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
　をレベル１の時価に分類しております。
　　債券は取引金融機関から提示された価格等によっており、社債はレベル２の時価に分類しております。
　　投資信託は、公表されている基準価格等によっており、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」第26
　項に従い経過措置を適用し、レベルを付しておりません。
　敷金及び保証金
　　これらの時価は、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債の利回り等で割
　り引いた現在価値により算定しております。そのため、レベル２の時価に分類しております。
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プロモーション事業
一時点で移転される財又はサービス
一定の期間にわたり移転される財又はサービス

24,805,416千円
331,140千円

顧客との契約から生じる収益 25,136,556千円
その他の収益 －千円
外部顧客への売上高 25,136,556千円

当連結会計年度
契約負債（期首残高） 40,499千円
契約負債（期末残高） 33,924千円

⑴ １株当たりの純資産額 1,616円06銭
⑵ １株当たりの当期純利益 468円88銭

7. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　　「1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等⑷会計方針に関する事項④重要な

収益及び費用の計上基準」に記載しております。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　　　契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産については、残高に重要性が乏しく、重大な変動も発生していないため、記載を省略しておりま
す。
　契約負債は、主にプロモーション事業にかかる前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識
に伴い取り崩されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれてい
た額は、40,499千円であります。当連結会計年度中の契約負債残高について、重大な変動は発生しており
ません。

8. １株当たり情報に関する注記

9. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

10. その他の注記
　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部） （ 負 　   債 　   の 　   部 ）

流 動 資 産 9,600,186 流 動 負 債 4,571,402
現 金 及 び 預 金 5,913,656 買 掛 金 2,823,470
受 取 手 形 183,694 未 払 金 99,070
売 掛 金 3,162,532 未 払 費 用 515,105
未 成 業 務 支 出 金 198,683 未 払 法 人 税 等 876,685
商 品 6,533 未 払 消 費 税 等 205,904
前 渡 金 15,273 未 成 業 務 受 入 金 30,728
前 払 費 用 60,478 預 り 金 16,817
そ の 他 59,333 関係会社清算損失引当金 3,619

固 定 資 産 1,184,105 固 定 負 債 383,471
有 形 固 定 資 産 86,625 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 215,100
建 物 74,020 退 職 給 付 引 当 金 113,878
工具、器具及び備品 8,536 資 産 除 去 債 務 54,493
土 地 4,069 負 債 合 計 4,954,873

無 形 固 定 資 産 6,540 （ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）
ソ フ ト ウ エ ア 6,166 株 主 資 本 5,730,475
そ の 他 373 資 本 金 51,625

投 資 そ の 他 の 資 産 1,090,939 資 本 剰 余 金 378,141
投 資 有 価 証 券 278,671 資 本 準 備 金 41,625
関 係 会 社 株 式 157,537 そ の 他 資 本 剰 余 金 336,516
出 資 金 420 利 益 剰 余 金 5,416,936
関係会社長期貸付金 43,865 利 益 準 備 金 2,500
敷 金 及 び 保 証 金 279,544 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,414,436
長 期 預 金 118,608 別 途 積 立 金 45,000
保 険 積 立 金 62,180 繰 越 利 益 剰 余 金 5,369,436
繰 延 税 金 資 産 186,271 自 己 株 式 △116,226
そ の 他 8,185 評 価 ・ 換 算 差 額 等 87,853
貸 倒 引 当 金 △44,345 その他有価証券評価差額金 87,853

新 株 予 約 権 11,089
純 資 産 合 計 5,829,418

資 産 合 計 10,784,291 負 債 純 資 産 合 計 10,784,291

貸　借　対　照　表
（2022年４月30日現在）

（単位：千円）
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( 2021年５月１日から2022年４月30日まで　
)

科 目 金 額
売 上 高 16,749,968
売 上 原 価 12,806,609
売 上 総 利 益 3,943,358
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,748,381
営 業 利 益 2,194,976
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 805
業 務 受 託 手 数 料 26,158
償 却 債 権 取 立 益 3,612
保 険 解 約 返 戻 金 948
そ の 他 153 31,678

営 業 外 費 用
売 上 債 権 売 却 損 1,716
そ の 他 503 2,220

経 常 利 益 2,224,434
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,033 1,033

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 277 277

税 引 前 当 期 純 利 益 2,225,191
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 925,115
法 人 税 等 調 整 額 △155,789 769,325
当 期 純 利 益 1,455,865

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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( 2021年５月１日から2022年４月30日まで　
)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主
資本合計資本

準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 51,625 41,625 336,516 378,141 2,500 45,000 4,022,139 4,069,639 △116,226 4,383,178

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △108,568 △108,568 △108,568

当 期 純 利 益 1,455,865 1,455,865 1,455,865

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － － － 1,347,297 1,347,297 － 1,347,297

当 期 末 残 高 51,625 41,625 336,516 378,141 2,500 45,000 5,369,436 5,416,936 △116,226 5,730,475

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 87,233 87,233 2,796 4,473,209
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △108,568
当 期 純 利 益 1,455,865
株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 ) 619 619 8,292 8,912

当 期変動額合計 619 619 8,292 1,356,209
当 期 末 残 高 87,853 87,853 11,089 5,829,418

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

（イ）子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

（ロ）満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）を採用しております。

（ハ）その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項によ
り有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能
な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
（イ）未成業務支出金

主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

（ロ）商品
移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算
定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備の一部を除
く）については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　15年～47年
工具、器具及び備品　　３年～10年

② 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
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(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務の見込額に基づき計上して
おります。

③ 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社は役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上して
おります。

④ 関係会社清算損失引当金
　関係会社の清算にかかる支出に備えるため、清算費用の見込額に基づき計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
　当社は、プロモーション事業を主な事業とし、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に対価を受け取れると見込まれる金額で収益を認識しております。これ
により、一定の期間にわたり充足される履行義務は、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗
度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し、一時点で充足される履行義務は、業務完了時に収益を認
識することとしております。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないた
め、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
⑴ 収益認識に関する会計基準等の適用
　　　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基
　　準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時
　　点で、当該財又はサービスと交換に対価を受け取れると見込まれる金額で収益を認識することといたし
　　ました。
　　　これにより、一定の期間にわたり充足される履行義務は、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当
　　該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し、一時点で充足される履行義務は、業務完了時に収
　　益を認識することとしております。
　　　なお、当事業年度においては、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないため、
　　発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。
　　　収益認識会計基準等の適用にあたっては、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取
　　扱いに従って、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当
　　事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、利
　　益剰余金の当期首残高への影響はありません。
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（１）有形固定資産の減価償却累計額 85,974千円

　　　　　短期金銭債権
　　　　　短期金銭債務

12,656千円
1,197,719千円

　　　この結果、当事業年度の売上高、売上原価、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益及び１株
　　当たり情報への影響はありません。

⑵ 時価の算定に関する会計基準等の適用
　　　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基
　　準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す
　　る会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従っ
　　て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。こ
　　れによる影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
(１)　当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産… 186,271千円

(２)　会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」に記載した内容と同一であります。

4. 貸借対照表に関する注記

　（２）関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く）
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関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 8,258千円
仕入高 2,511,176千円

営業取引以外の取引高 57,672千円

普通株式 95,300株

繰延税金資産
未払事業税 79,733千円
未払賞与 65,610千円
投資有価証券評価損 2,431千円
役員退職慰労引当金 74,401千円
退職給付引当金 39,389千円
貸倒引当金繰入超過額 15,338千円
子会社株式評価損 9,753千円
関係会社清算損失引当金 1,251千円
資産除去債務 18,848千円
未払法定福利費 8,430千円
その他 2,565千円

繰延税金資産小計 317,755千円
評価性引当額 △76,833千円
繰延税金資産合計 240,922千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △42,740千円
資産除去費用 △11,910千円

繰延税金負債合計 △54,650千円
繰延税金資産の純額 186,271千円

5. 損益計算書に関する注記

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

7. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社
株式会社フロン
ティアダイレク
ト

直接 100.0%
所有

　
当社の販売・販
促支援

同社の管理
事務 26,158

未 収 入 金 4,333
出向料 31,514

販売・販促
支援 2,511,176

買 掛 金 1,195,960

未 払 費 用 1,759

⑴ １株当たりの純資産額 1,286円19銭
⑵ １株当たりの当期純利益 321円83銭

8. 関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）サービスの販売価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上、決定しております。

9. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（収益認識に関する注
　記）」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

12. その他の注記
　　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書
2022年６月29日

株式会社フロンティアインターナショナル
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
 東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 水 野 友 裕
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 田 　 悟

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社フロンティアインターナショナルの
２０２１年５月１日から２０２２年４月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社フロンティアインターナショナル及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるか
どうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
　した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
　の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
　人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
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　部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
　りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
　監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
　実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
　監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
　計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
　られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
　状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
　準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
　に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
　な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
　る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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独立監査人の監査報告書
2022年６月29日

株式会社フロンティアインターナショナル
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
 東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 水 野 友 裕
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 田 　 悟

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フロンティアインターナショ
ナルの２０２１年５月１日から２０２２年４月３０日までの第３２期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

計算書類に係る会計監査報告
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はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
　した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
　の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
　は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
　統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
　りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
　査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
　性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
　査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
　等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
　る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
　り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
　拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
　算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2021年５月１日から2022年４月30日までの第32期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(１) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

(２) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等
と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

監査役会の監査報告
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2022年６月29日

株式会社フロンティアインターナショナル　監査役会
常勤監査役（社外監査役） 平 川 功 ㊞
社外監査役 田 中 晃 次 ㊞
社外監査役 美 澤 臣 一 ㊞

　

２. 監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果
　　　①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。
　　　②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。
　　　③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(３) 連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　
以　上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
当社は、可能な限り安定的な配当水準を維持することを配当政策の基本としており、今後の事業展開及びキャ

ッシュ・フローの状況を総合的に勘案いたしまして、配当性向20%を目安として以下のとおりといたしたいと存
じます。

期末配当に関する事項
① 配当財産の種類
　金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金90.0円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は407,133,000円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
　2022年７月29日といたしたいと存じます。
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現行定款 変更案

（参考書類等のインターネット開示）

第16条　当会社は、株主総会参考書類、計算書類、

連結計算書類および事業報告に記載または表示すべき

事項に係る情報を、法務省令の定めるところにより、

インターネットで開示することができる。

（削除）

第２号議案 定款一部変更の件

1.変更の理由

「会社法の一部を改正する法律」(令和元年法律第70号)附則第１条ただし書きに規定する改正規定が2022年

９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に備えるため、次のとおり当社定款を変更

するものであります。

(１）変更案第16条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をとる旨を定め

るものであります。

(２）変更案第16条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を限定するため

の規定を設けるものであります。

(３）参考書類等のインターネット開示(現行定款第16条)は不要となるため、これを削除するものでありま

す。

(４）上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線部は変更箇所）
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現行定款 変更案

（新設）

（新設）

（電子提供措置等）

第16条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類等の内容である情報について、電子提供措

置をとるものとする。

２　当会社は、電子提供をとる事項のうち法務省令で

定めるものの全部または一部について、議決権の基準

日までに書面交付請求した株主に対して交付する書面

に記載しないことができる。

（附則）

１　定款第16条の変更は、会社法の一部を改正する

法律（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書き

に規定する改正規定の施行の日である2022年9月1日

（以下「施行日」という。）から効力を生ずるものと

する。

２　前項の規定にかかわらず、施行日から６か月以内

の日を株主総会の日とする株主総会については、変更

前定款第16条（参考書類等のインターネット開示）

はなお効力を有する。

３　本附則は、施行日から６か月を経過した日又は前

項の株主総会の日から３か月を経過した日のいずれか

遅い日後にこれを削除する。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

１
かわ

河
 

　
むら

村
 

　
やす

康
 

　
ひろ

宏
（1966年８月３日）

1990年６月　当社設立　代表取締役社長
就任（現任）

2000年５月　㈲エー・アンド・イープロジ
ェクト（㈱エー・アンド・イープ
ロジェクト）監査役就任

2005年５月　同社取締役就任
2010年８月　劃労通文化芸術咨詢（上海）

有限公司董事長就任
2018年５月　㈱フロンティアダイレクト

取締役就任（現任）

2,386,600株

第３号議案 取締役4名選任の件
取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役４名の選任を

お願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

２
ふる

古
 

　
い

井
 

　　
たかし

貴
（1967年７月14日）

1990年６月　当社入社
1994年５月　取締役就任
2000年５月　常務取締役就任
2001年３月　㈲ブーム・メディア・コミュ

ニケーションズ（現㈱ブーム・メ
ディア・コミュニケーションズ）
取締役就任

2005年５月　ウタゴエ㈱取締役就任
2009年９月　当社常務取締役　第二営業

本部長
2013年５月　当社常務取締役　第二営業

本部長兼店頭販売支援事業
本部長

2016年９月　(一社)教師の日普及委員会
理事就任（現任）

2018年５月　㈱フロンティアダイレクト
代表取締役社長就任（現任）

2021年５月　当社常務取締役 営業統括
本部長（現任）

336,200株

３
し

清　
みず

水　
のり

紀　
とし

年
（1976年４月３日）

2003年８月　監査法人トーマツ（現有限責
任監査法人トーマツ）入所

2010年２月　アクセンチュア㈱入社
2014年４月　当社入社 経営企画室長
2015年９月　当社執行役員 管理本部長兼

経営企画室長
2017年５月　当社取締役就任 管理本部長

兼経営企画室長（現任）

―
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候 補 者
番号

氏 名

（生年月日）
略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）
所有する

当社の株式数

４
いわ

岩
 

　
さき

﨑
 

　　
あきら

明
（1952年４月１日）

1974年４月　日本アイ・ビー・エム㈱入社
2004年４月　同社理事就任 ソリューション担当
2007年２月　日本郵政㈱執行役員就任

システム担当
2007年10月　郵便局㈱（現日本郵便㈱）

執行役員就任 CIO
2008年６月　同社常務執行役員就任 CIO
2008年６月　ゆうちょ銀行常務執行役（兼務）

就任 CIO補佐
2009年６月　郵便局㈱（現日本郵便㈱）

専務執行役員就任 CIO
2009年６月　㈱ゆうちょ銀行専務執行役

（兼務）就任 CIO補佐
2010年６月　郵便局㈱（現日本郵便㈱）

顧問就任
2010年８月　シスコシステムズ合同会社

シニアディレクター（専務執行役
員）就任 システムエンジニアリン
グ統括

2012年８月　セールスフォース・ドットコム㈱
専務執行役員就任 チーフカスタマ
ーオフィサー

2015年５月　同社顧問（シニア・エグゼクティ
ブ・アドバイザー）就任

2015年５月　楽天㈱ （現楽天グループ㈱）プロ
ジェクトアドバイザー就任（現
任）

2015年５月　任天堂㈱プロジェクトアドバイザ
ー就任

2018年４月　当社社外取締役就任（現任）
2019年６月　前田道路㈱社外取締役就任
2020年６月　㈱あらた社外取締役就任（現任）

―

（注）　  1.　各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2.　取締役候補者河村康宏は、会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。
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3.　岩﨑明氏は、社外取締役候補者であります。同氏を社外取締役候補者とした理由は、長年
にわたり日本アイ・ビー・エム株式会社に勤務され、またその他上場企業におけるCIO、顧問
等を歴任された豊富な経験と幅広い見識を有し、専門的・客観的な見地から適切なアドバイス
を当社経営に反映させていただけるものと判断したためであります。
4.　岩﨑明氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総
会終結の時をもって４年３か月となります。
5.　当社は、岩﨑明氏を東京証券取引所の定めに基づき独立役員として届け出ております。同
氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

１
ひら

平
 

　
かわ

川
 

　
 

　
いさお

功
（1955年６月30日）

1980年４月　鐘紡㈱入社
2006年５月　カネボウ㈱本部事業管理室長
2007年８月　カルビー㈱入社
2008年６月　同社執行役員CFO就任
2010年４月　同社執行役員財務経理本部長
2012年６月　同社常勤監査役就任
2014年６月　ガーデンベーカリー㈱非常勤監査

役就任
2019年６月　㈱久世社外取締役就任（現任）
2020年７月　当社常勤監査役就任（現任）

―

２

た

田
 

　
なか

中
 

　
こう

晃
 

　
じ

次

（1945年２月28日）

1969年４月　住友スリーエム（現スリーエムジ
ャパン㈱）入社

2003年３月　同社常勤監査役就任
2010年９月　当社常勤監査役就任
2020年７月　当社監査役就任（現任）

―

第４号議案 監査役３名選任の件
監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役３名の選任を

お願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

３

み

美
 

　
さわ

澤
 

　
しん

臣
 

　
いち

一

（1960年６月22日）

1984年４月　西武建設㈱入社
1989年４月　大和証券㈱（現大和証券グループ

本社）入社
1997年７月　ディー・ブレイン証券㈱ 設立 代表

取締役社長就任
1999年７月　トランス・コスモス㈱入社 事業企

画開発本部 副本部長
2000年６月　トランス・コスモス㈱取締役就任
2001年４月　同社常務取締役就任 事業推進本

部長
2002年10月　同社専務取締役就任 サービス

開発本部長
2004年４月　同社専務取締役 CFO（最高財務

責任者）就任
2006年５月　コ・クリエーションパートナーズ

㈱ 代表取締役社長就任（現任）
2008年９月　㈱マクロミル社外取締役就任
2009年７月　当社監査役就任（現任）
2010年６月　㈱ナノ・メディア監査役就任
2011年７月　㈱ザッパラス社外取締役就任

（現任）
2013年６月　ミナトエレクトロニクス㈱

（現ミナトホールディングス㈱）社
外監査役就任

2015年６月　Kudan㈱社外取締役就任
2016年３月　ジグソー㈱（現JIG-SAW㈱）社外

取締役監査等委員就任（現任）
2020年６月　Kudan㈱社外取締役監査等委員

就任（現任）
2022年３月　㈱ワンキャリア社外取締役監査等

委員就任（現任）

2,000株

（注）１．候補者平川功氏、田中晃次氏、美澤臣一氏は社外監査役候補者であります。
２．平川功氏は、社外監査役候補者であります。同氏を社外監査役候補者とした理由は、長年

にわたる財務・会計の経験と知識に加え、事業会社におけるＣＦＯや監査役を歴任してお
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り、当社の監査役として、職務を適切に遂行していただけるものと判断したためでありま
す。

３．田中晃次氏は、社外監査役候補者であります。同氏を社外監査役候補者とした理由は、長
年にわたり住友スリーエム株式会社（現スリーエムジャパン株式会社）において勤務され
た後、同社の監査役に就任された経験を持ち、十分な経験と見識を有していることから、
職務を適切に遂行できるものと判断したためであります。

４．美澤臣一氏は、社外監査役候補者であります。同氏を社外監査役候補者とした理由は、金
融機関における長年の業務経験があり、財務及び会計に精通し、企業経営を統治する十分
な見識を有していることから、当社の監査役として、職務を適切に遂行していただけるも
のと判断したためであります。

５．候補者平川功氏は、株式会社久世の社外取締役を兼務されておりますが、当社との特別の
利害関係はありません。

６．候補者美澤臣一氏は、コ・クリエーションパートナーズ株式会社の代表取締役、株式会社
ザッパラスの社外取締役及びKudan株式会社、JIG-SAW株式会社、株式会社ワンキャリ
アの社外取締役監査等委員を兼務されておりますが、いずれの会社とも当社との特別の利
害関係はありません。また、同氏は当社株式2,000株（議決権割合0.04%）を所有してお
りますが、先を除き社外監査役は、当社との人的関係、資本的関係は取引関係または取引
関係その他の利害関係はありません。
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氏名 略歴

渡邊伸一郎
1990年６月　当社専務取締役

2020年５月　同　取締役

第５号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって取締役を任期満了により退任される渡邊伸一郎氏に対し、在任中の労に報いるため、当

社所定の基準による相当額の範囲内で、退職慰労金を贈呈いたしたく、その具体的金額、贈呈の時期及び方法

は、取締役会にご一任願いたいと存じます。

なお、退任取締役に対する退職慰労金については、取締役として当社経営に対して適切に関与し、業務遂行に尽

力したため贈呈するものであり、その金額は当社の役員規定に基づき算定し支給するものであるため、相当であ

ると判断しております。

退職取締役の略歴は、次のとおりであります。

以 上
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会場：東京都渋谷区渋谷三丁目３番５号
NBF渋谷イースト１階　当社会議室
TEL 03－5778－3500

※渋谷駅東口交差点周辺工事に伴い、駅形状、出入口、
　歩行者ルートが変わる場合がありますので、ご注意ください。

＜交通のご案内＞
渋谷駅 東口より 徒歩７分 （ＪＲ線・銀座線・井の頭線）

C１ 出入口より 徒歩７分 （半蔵門線・副都心線・東横線・田園都市線）

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

渋谷郵便局渋谷郵便局

渋谷駅渋谷駅
セブン
イレブン
セブン
イレブン

渋谷クロス
タワー
渋谷クロス
タワー

金王八幡宮金王八幡宮渋谷警察署

明治通り

ローソン

青山学院大学青山学院大学

｢渋谷二丁目｣
交差点

都バス

六本木通り六本木通り

NBF渋谷イースト
｢並木橋｣交差点

ＪＲ新南口

C1出入口

東口

青山
通り

至表
参道
→至

新
宿

至
品
川

渋谷ヒカリエ渋谷ヒカリエ

歩道橋歩道橋

｢渋谷三丁目｣
バス停

渋谷
ストリーム


